
市町村地域福祉計画策定状況等調査結果 

平成２５年３月３１日時点調査 
 

Ⅰ 市町村地域福祉計画策定状況等調査 

１ 市町村地域福祉計画の策定状況 

２ 市区部・町村部別の策定状況 

３ 人口規模別の策定状況 

４ 市町村地域福祉計画の策定効果（複数回答） 

５ 市町村地域福祉計画の内容（複数回答） 

６ 策定の歳に工夫したこと（自由回答） 

７ 市町村地域福祉計画の改定状況 

８ 改定の際に要点となった事項及び新たに盛り込まれた事項 

９ 改定までの期間と改定回数 

１０ 策定未定市町村の策定方針 

１１ 策定未定市町村の策定未定理由（複数回答） 

１２ 市町村が計画策定及び改定のために必要としている事項（複数回答） 

１３ 地域福祉計画評価等のための委員会設置状況と開催頻度 

１４ 地域福祉計画における要援護者支援方策盛り込み状況 

１５ 今後の要援護者支援方策盛り込み予定 

１６ 要援護者支援方策を盛り込むか未定又は盛り込まない理由 

 

【調査の概要】    

○調査対象：１，７４２市町村                              

○回 答 数：１，７４２市町村（回収率 100.0%）                                                

○調査時点：平成２５年３月３１日現在  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料１） 



Ⅰ－１．市町村地域福祉計画の策定状況 

○東日本大震災の影響により、平成２３年３月３１日時点調査では宮城県、山形県、福島県、茨城県の全部、

および、岩手県の一部の計１７４市町村、平成２４年３月３１日時点調査では福島県の４町村から回答を

得ることができなかった。     

○「策定済み」市町村は、平成２２年３月３１日時点からの３年間で２６１市町村（１５．３ポイント）増

加して６３．８％となった。 

市町村（東京都特別区を含む）の地域福祉計画策定状況 
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平成25年3月31日時点

平成24年3月31日時点

平成23年3月31日時点

平成22年3月31日時点

策定済み 策定予定 策定未定

（市町村数：1,738）
※4町村から回答得られず

（市町村数：1,742）

（市町村数：1,750）

（市町村数：1,576）
※174市町村から回答得られず



Ⅰ－ ２．市区部・町村部別の策定状況 

○「策定済み」回答の割合は、市区部・町村部ともに平成２２年３月３１日時点より１４ポイント以上増加

している。 

○一方で、市区部と町村部の策定率には依然として約１．８倍の開きがある。「策定未定」回答は市区部で

１０．６％、町村部で４３．３％となっており差が大きい。 
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Ⅰ－３．人口規模別の策定状況 
○人口規模の大きな市町村ほど策定率が高い傾向にある。 

○一方で、人口１万人未満では５０．４％、１万人以上５万人未満では２９．２％が未策定であり、人口５

万人以上の市町村との策定率の差が大きくなっている。  
                                  全市町村１，７４２市町村（東京都特別区を含む）の回答   

 

Ⅰ－４．市町村地域福祉計画の策定効果（複数回答） 

○策定効果があった事項について、最も回答が多かったのは「地域の要望や課題が明らかになった」であり、

次いで「地域福祉関連活動・事業の推進につながった」、「各種ネットワーク形成や連携強化のきっかけ

になった」の順となっている。 

                           策定済み 1,111 市町村（東京都特別区を含む）の回答 
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Ⅰ－５．市町村地域福祉計画の内容（複数回答） 

【地域における福祉サービスの適切な利用の促進に関する事項】 

策定済み１，１１１市町村の回答 

 

 

【地域における社会福祉を目的とする事業の健全な発達に関する事項】 

策定済み１，１１１市町村の回答 

 
 

【地域福祉に関する活動への住民の参加の促進に関する事項】 

策定済み１，１１１市町村の回答 
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福祉サービス確保の緊急性や目標量の設定

サービス評価やサービス内容の開示等

による利用者の適切なサービス選択の確保

サービス利用に結びついていない要支援者への対応

利用者の権利擁護に関する仕組み等の整備

福祉サービス目標の提示

要支援者が必要なサービスを利用できるための

仕組みの確立

地域住民に対する相談支援体制の整備

275
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0 200 400 600 800 1000

民間の新規事業の開発や

コーディネート機能への支援

福祉・保健・医療と生活に関連する

他分野との連携方策
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意識向上、地域福祉推進への主体的参加の促進

地域福祉を推進する人材の養成

地域住民・ボランティア団体・NPO法人等の

社会福祉活動への支援



Ⅰ－６. 策定の際に工夫したこと（自由回答） 

○自由記述回答の内容を分類したところ、住民や地域団体からの意見を集約したり、策定体制に工夫をして

いる市町村が多くあった。 

                      策定済み１，１１１市町村のうち、自由記述欄に記入のあった３７５市町村の回答（複数記述あり） 

 

 

Ⅰ－７．市町村地域福祉計画の改定状況 

○平成２２年３月３１日時点と比較すると、「改定済み」回答は３７３市町村（２８．２ポイント）増加し、

「策定済み」市町村の５１．０％が改定を行っている。 

             地域福祉計画策定済み市町村（東京都特別区を含む）の改定状況 
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Ⅰ－８．改定の際に要点となった事項及び新たに盛り込まれた事項 

○市町村からの自由記述回答の内容を分類したところ、「災害時要援護者支援方策」や「地域の要援護者の

支援方策」が多く挙げられた。 

改定済み５６７市町村のうち、自由記述欄に記入のあった２３５市町村の回答（複数記述あり） 

 

 

Ⅰ－９．改定までの期間と改定回数 

（地域福祉計画に係る社会福祉法の規定が施行された平成１５年４月以降の改定期間・回数） 

○改定済み市町村のうち、６４．７％が改定までの期間を「５年」と回答している。 

○改定済み市町村のうち、８８．７％が改定回数を「１回」と回答している。 

改定済み５６７市町村（東京都特別区を含む）の回答 

 

最初の策定から改定までの期間               改定回数 
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Ⅰ－１０．策定未定市町村の策定方針 

○策定未定市町村のうち、６２．６％の市町村が「策定方針はあるが、いつから取りかかるかは未定」と回

答している。 

策定未定４８９市町村（東京都特別区を含む）の回答 

   

Ⅰ－１１．策定未定市町村の策定未定理由（複数回答） 

○策定未定の理由として最も多く挙がった回答は、「人材・財源等、策定体制の不備・不足」であり、次い

で「他の行政計画により代用」となっている。 

                          策定未定４８９市町村（東京都特別区を含む）の回答 
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Ⅰ－ １２．市町村が計画策定及び改定のために必要としている事項（複数回答） 

○「特に必要」「必要」共に一番多かった回答は、「既に策定（改定）した自治体のノウハウの提供」とな

っている。 

策定予定、策定未定及び策定後未改定７０７市町村（東京都特別区を含む）の回答 

 

 

Ⅰ－１３．地域福祉計画評価等のための委員会設置状況と開催頻度 

○計画評価等のための委員会を「設置している」市町村が３４．８％ある一方で、「設置していない」と 

回答した市町村が５４．３％となっている。 

○計画評価等のための委員会の開催頻度は、「年１回」が５１．４％、次いで「半年に１回」が 

２９．５％となっている。 
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委員会の設置状況 

策定済みかつ改定済み・改定予定 1,023 市町村（東京都特別区を含む）の回答 

 

委員会の開催頻度 

委員会を設置している 356 市町村の回答 



Ⅰ－１４．地域福祉計画における要援護者支援方策盛り込み状況 

○平成２２年３月３１日時点と比較すると、地域福祉計画策定済み市町村のうち、要援護者支援方策を「具

体的に盛り込んでいる」回答が２４４市町村（１３．５ポイント）増加して４９．７％となっている。 

○「災害時のみ記載している」回答についても、平成２２年３月３１日時点と比較すると２２市町村 

（０．４ポイント）増加している。 

    

Ⅰ－１５．今後の要援護者支援方策盛り込み予定 

○「要援護者支援方策を盛り込んでいない」１９３市町村の７３．６％が、「今後要援護者支援方策を盛り

込むか未定」と回答している。 

                          「要援護者支援方策を盛り込んでいない」１９３市町村の回答 
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（策定済み1,111市町村）

今後支援方策を

盛り込む

33（17.1%）

盛り込むか未定

142（73.6%）

盛り込まない

16（8.3%）

無回答

2（1.0%）



Ⅰ－１６．要援護者支援方策を盛り込むか未定又は盛り込まない理由 

○今後「要援護者支援方策を盛り込むか未定」又は「盛り込まない」理由として最も多かったのは 

「他の計画・方策で対応」で あり、次いで「未検討・未定」となっている。 
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策定済み 1,111 市町村のうち、「要援護者支援方策を具体的に盛り込んでいる」以外の回答をした市町村で、 

「要援護者支援方策を盛り込むか未定」又は「盛り込まない」とした４５３市町村（東京都特別区を含む）の回答 



Ⅱ 都道府県地域福祉支援計画策定状況等調査 

１ 都道府県地域福祉支援計画の策定状況及び策定未定都道府県の策定方針 

２ 都道府県別市町村地域福祉計画の策定状況 

３ 管内市町村の策定状況及び低調である理由 

４ 管内市町村への助言・支援の実施状況及び今後の方針 

５ 地域福祉計画策定推進のための数値目標設定状況 

６ 都道府県から市町村に対する今後の支援策（複数回答） 

 

【調査の概要】 

○調査対象：４７都道府県 

○回 答  数：４７都道府県（回収率 100.0%） 

○調査時点：平成２５年３月３１日現在  
 

 

Ⅱ－１．都道府県地域福祉支援計画の策定状況及び策定未定都道府県の策定方針 

○「策定済み」回答のあった都道府県は、平成２２年３月３１日時点よりも４県増加している一方で、「策定未定」と

回答した５県のうちの４県は 「策定する方針がまったくない」としている。 

※平成２３年３月末時調査は東日本大震災の影響で宮城県・山形県・福島県・茨城県からは回答を得られず４３都道府県の回答 

 

策定する方針はあるが、

いつから取

りかかるかは未定

1（20%）

41（87.2%）

40（85.1%）

34（79.0%）

37（78.7%）

策定する方針がまったくない

4（80%）

1
（2.1%）

2
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5
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8（17.0%）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

策定未定都道府県の策定方針

（5都道府県）

平成25年3月31日時点

（47都道府県）

平成24年3月31日時点

（47都道府県）

平成23年3月31日時点

（43都道府県）

平成22年3月31日時点

（47都道府県）

策定済み 策定予定 策定未定



Ⅱ－２．都道府県別市町村地域福祉計画の策定状況 

○市町村地域福祉計画の都道府県間における策定状況には、最大約３．５倍の開きが生じている。 

４７都道府県の回答 

 

 

Ⅱ－３．管内市町村の策定状況及び低調である理由 

○管内市町村の計画策定について、「順調である」及び「おおむね順調である」回答が漸増傾向にある。 

○一方で、「低調である」理由について、「人材・財源の確保が困難」「他業務が優先される」 「策定義

務がない」等の回答が挙がっている。 

※平成２３年３月調査は４３都道府県の回答 
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平成25年3月31日時点

（47都道府県）
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（47都道府県）

平成23年3月31日時点
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順調である おおむね順調である 低調である 無回答

（複数回答）



Ⅱ－４．管内市町村への助言・支援の実施状況及び今後の方針 

○「市町村地域福祉計画の策定について」（平成１９年８月１０日付社会・援護局長通知）を受けて、 

９１．５％の都道府県が管内市町村へ「地域福祉計画策定のための助言・支援を行った」と回答している。 

○また、今後の方針として、９５．７％の都道府県が「助言・支援していく」と回答している。 

４７都道府県の回答 

管内市町村への助言・支援の実施状況            今後の方針 

    

Ⅱ－５．地域福祉計画策定推進のための数値目標設定状況 

○管内市町村地域福祉計画の策定推進のため、２２都道府県が数値目標を定めている。 

○具体的な数値目標で一番多かった回答は「平成２７年度までに１００％」、次いで「平成２６年度までに

１００％」であった。 

○数値目標を掲げない主な理由として、「地域福祉計画策定に法的義務付けがなく、各市町村の自主性に委

ねているため（１２）」が挙がった。 

 

数値目標設定                         具体的数値目標 

 

             

行った
43

（91.5%）

特に行って

いない4
（8.5%）

助言・支援

していく

45（95.7%）

助言・支援

はしない,

2（4.3%）

【「助言・支援はしない」理由】

・地域福祉計画に特化した支援は行っていないが、計画策定等

について個別の相談や意見交換等には応じているため。

・独自の施策で地域福祉を推進する取組を行っているため。

策定率目標

あり 22

（51.2%）

策定率目標

なし 21

（48.8%）

平成25年度までに100％ 3

平成26年度までに100％ 4

平成27年度までに100％ 5

平成28年度までに100％ 2

平成29年度までに100％ 3

その他 4

【「助言・支援を特に行っていない」理由】 

・特段の支援は行っていないが、要援護者支援 

 に係る個別の相談等には応じている。 

・すでに多くの市町村が策定済みのため 

・市町村には通知等で策定要請をしているため。 

・計画の見直しと早期策定の要請を行ったため。 

 

策定率が１００％でない４３都道府県の回答 

（熊本県、福井県、静岡県、岐阜県は策定率 100%） 

数値目標「あり」２２都道府県の回答 



Ⅱ－６ 都道府県から市町村に対する今後の支援策（複数回答） 

○都道府県から市町村に対する今後の支援策として、「先進事例集の作成、情報提供」「定期的な情報発信

の実施」が多く回答された。 

                                   ４７都道府県の回答（複数回答可） 

 

 

地域福祉計画策定状況等調査結果を踏まえた今後の対応について 

◆市町村地域福祉計画の策定は進みつつあるが、市区部と町村部における策定率の格差は依然大きい。また、

自治体の人口規模と地域福祉計画の策定率に明確な相関関係がある状況に鑑みて、町村部を中心に人口５

万人未満の小規模自治体に対する策定支援に向けた対応を検討する必要がある。 

 

◆市町村地域福祉計画については、都道府県間の策定率の格差も大きいため、それぞれの事情に一定配慮し

つつも、全体の策定率の向上を目指して個別の支援を検討する必要がある。 

 

◆平成１９年に地域福祉計画に盛り込むべき事項として追加された要援護者支援方策についても、その状況

は策定市町村の半数程度にとどまっており、そのさらなる推進を図る。 
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